
令 和 ７ 年 度 

償却資産（固定資産税）の申告の手引き 

日 立 市 

 

申申告告はは令令和和７７年年１１月月３３１１日日（（金金））ままででににおお願願いいししまますす。。  

提出先  日立市財政部資産税課 家屋係 償却資産担当 
 

【【注注意意】】償償却却資資産産申申告告書書のの提提出出先先はは本本庁庁ののみみととななりりまますす。。（（各各支支所所でではは受受けけ付付けけてておおりりまませせんん。。）） 

 

 

 

● 期限間近になりますと窓口が混雑しますので、１月２３日（木）までの提出にご協力 

ください。 

● 事事業業をを営営んんででいいるるすすべべててのの方方はは、、償償却却資資産産のの申申告告がが毎毎年年必必要要ににななりりまますす。 
●●  償償却却資資産産ををおお持持ちちででなないい方方やや転転出出、、廃廃業業等等ががああっったた場場合合はは、、申申告告書書のの備備考考欄欄ににそそのの旨旨  

  をを記記載載して提出してください。  

● 前前年年中中にに資資産産のの増増加加及及びび減減少少ががなないい場場合合ででもも、、申申告告書書はは必必ずず提提出出してください。 

● 申告書を郵送で提出される場合には、宛先として使用していただけるラベルを裏表紙 

に印刷してありますので切り取ってご利用ください。 

 ● 申告書を郵送される方で控控ええのの返返送送ををごご希希望望のの場場合合はは、、必必ずず返返信信先先をを明明記記ししたた封封筒筒にに  

    切切手手をを貼貼付付ののううええ、、同同封封くださるようお願いします。 

 ● 日立市のホームページから、申告書及び明細書をダウンロードできます。 

URL :https://www.city.hitachi.lg.jp/kurashi_tetsuzuki/zeikin/1002097/1002129/1002131.html 

  「償却資産について」のページ下部でファイルをダウンロードできます。 
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市
 
・

 
電

7
合

計

課 ・ 免

更
正

決
定

入
力

確
認

判
定

(
5
)
　

そ
の

他

6
工

具
、

器
具

及
び

備
品

　　
　　
〇〇
年年
〇〇
月月
〇〇
日日
　　
商商
号号
変変
更更

　　
　　
旧旧
））
日日
立立
産産
業業
　　
有有
限限
会会
社社

　　
　　
新新
））
日日
立立
工工
業業
　　
株株
式式
会会
社社

宛
名

入
力

受
付

番
号

明
細

入
力

　
異

動
日

（
　

　
　

　
年

　
　

　
　

月
　

　
　

　
日

）

※
　

処
理

欄
（

記
入

し
な

い
で

く
だ

さ
い

）

日 日
立 立
工 工
業 業
株 株
式 式
会 会
社 社

鹿鹿
島島
事事
業業
所所

5
車

両
及

び
運

搬
具

　
　

転
出

　
　

　
・

　
　

　
そ

の
他

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）

氏
名

　
　

廃
業

　
　

　
・

　
　

　
解

散
住

所

(
2
)
　

廃
業

等
に

つ
い

て
　

　
所

有
者

と
同

じ
　

　
・

　
　

別
住

所
に

送
付

3
船

舶
日日
立立
市市
鹿鹿
島島
町町
１１
丁丁
目目
１１
番番
１１
号号

4
航

空
機

2
機

械
及

び
装

置
　

　
増

減
な

し
　

　
・

　
　

該
当

資
産

な
し

(
4
)
　

申
告

書
及

び
納

税
通

知
書

送
達

先

1
構

築
物

　
　

増
加

あ
り

　
　

・
　

　
減

少
あ

り
　

　
希

望
す

る
　

　
・

　
　

希
望

し
な

い

　
該
当
す
る
項
目
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
　

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

千
円

(
1
)
　

資
産

の
状

況
に

つ
い

て
(
3
)
　

翌
年

度
の

申
告

書
等

送
達

に
つ

い
て

2 2
5 5

資
産

の
種

類
評

価
額

（
ホ

）
決

定
価

格
（

ヘ
）

課
税

標
準

額
（

ト
）

1
8

備
考

（
添

付
書

類
等

）

事
業

所
用

家
屋

の
所

有
区

分
自

己
所

有
　

・
　

借
家

7
合

計
1
4
,
0
0
0
,
0
0
0

, ,6 6
5 5
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

3 3
7 7
, ,1 1
5 5
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

2 2
, ,5 5
0 0
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

（
☎

　
００
２２
９９
４４
－
　
６６
５５
　
－
６６
７７
８８
９９
　

）
, ,6 6
5 5
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

1 1
, ,6 6
5 5
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

5 5
0 0
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

1 1

1
7

6
工

具
、

器
具

及
び

備
品

5
0
0
,
0
0
0

0 0
　 　
ヒ ヒ
タ タ
チ チ
リ リ
ー ー
ス ス
　 　
株 株
式 式
会 会
社 社

　　
日日
立立
市市
弁弁
天天
町町
１１
丁丁
目目
１１
番番
１１
号号

　 　
コ コ
ピ ピ
ー ー
機 機
、 、
パ パ
ソ ソ
コ コ
ン ン
他 他

5
車

両
及

び
運

搬
具

1
6

借
 
用

 
資

 
産

（
 
有

 
・

 
無

 
）

貸
主

の
名

称
等

0 0
4
航

空
機

3
船

舶
0 0

2 2
, ,0 0
0 0
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

2 2
4 4
, ,0 0
0 0
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

2 2
4 4

③
2
機

械
及

び
装

置
2
,
0
0
0
,
0
0
0

, ,0 0
0 0
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

1
構

築
物

1
1
,
5
0
0

, ,0 0
0 0
0 0

②
日 日
立立
市市
幸幸
町町
１１
丁丁
目目
１１
番番
１１
号号

1 1
1 1
, ,5 5
0 0
0 0

,
0
0
0

1
5

市
（

区
）

町
村

内
に

お
け

る
事

業
所

等
資

産
の

所
在

地

資
産

の
種

類

取
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
得

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

価
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
額

千
円

十
億

百
万

前
年

前
に

取
得

し
た

も
の

（
イ

）
前

年
中

に
減

少
し

た
も

の
（

ロ
）

前
年

中
に

取
得

し
た

も
の

（
ハ

）
計

（
（

イ
）

－
（

ロ
）

＋
（

ハ
）

）
（

二
）

千
円

十
億

百
万

千
円

十
億

百
万

日日
立立
市市
鹿鹿
島島
町町
１１
丁丁
目目
１１
番番
１１
号号

十
億

百
万

千
円

1
4

青
色

申
告

有
　
・
　
無

（
☎

　
００
２ ２
９ ９
４ ４
－

　
４４
３ ３
　

－
４４
３ ３
２ ２
１ １
　

）

①

非
課

税
該

当
資

産
有
　
・
　
無

5
事

業
開

始
年

月
昭昭
和和
５５
００
年

　　
４４
月

1
2

特
別

償
却

又
は

圧
縮

記
帳

有
　
・
　
無

1
3

定
率
法
・
定
額
法

税
務

会
計

上
の

償
却

方
法

6
こ

の
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告
に

応
答

す
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者
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及

び
氏

名
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1
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税
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な
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日
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社
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締締
役役
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(
ふ

り
が

な
)

住
　

　
所

（
本

店
所

在
地

・
住

所
）

〒
３ ３
１ １
７ ７
－ －
０ ０
０ ０
７ ７
１ １

　
日日
立立
市市
助助
川川
町町
１１
丁丁
目目
１１
番番
１１
号号

1
2

（
☎
０
２
９
４
－

　
１
１
　

－
１
１
１
１
）

　
法

人
に

あ
っ

て
は

　
そ

の
名

称
及

び
代

　
表

者
の

氏
名

（
☎

　
００
２ ２
９ ９
４ ４
－

　
１１
２ ２
　

－
１１
２ ２
３ ３
４ ４
　

）

7
税

理
士

等
の

氏
名

日日
立立
税税
理理
士士
事事
務務
所所

担担
当当
：：
日日
立立
　　
次次
郎郎

4

（
屋
号
　

　
　

　
　

　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

経経
理理
部部
　　
日日
立立
　　
花花
子子

8
3
4
5
6
7
8

3
法

 
人

 
番

 
号

 
又

は
 
個

 
人

 
番

 
号

令令
和和
〇〇

年
　
１１
月
１１
５５
日

令
 
 
和

 
 
〇

年
　

度
※

所
有

者
コ

ー
ド

第 二 十 六 号 様 式 （ 提 出 用 ）

日
 
立
 
市
 
長
　
殿

償
却

資
産

申
告

書
（

償
却

資
産

課
税

台
帳

）
９

５
０

０
０

０
１

所 　 　 有 　 　 者

1

短
縮

耐
用

年
数

の
承

認
有
　
・
　
無

4
事

 
業

 
種

 
目

（
資

本
金

等
の

額
）

機機
械械
製製
造造
業業

9
増

加
償

却
の

届
出

有
　
・
　
無

（
　

　
１１
１１
　

百
万

円
）

1
0

9
1
2
3

受
付
印

償償
却却
資資
産産
申申
告告
書書
（（
償償
却却
資資
産産
課課
税税
台台
帳帳
））
のの
記記
載載
方方
法法

昨
年
ま
で
に
申
告
が
あ
っ
た
方
は
、
一
部
申
告
内
容
を
印
字
し
て
送
付
し
て
い
ま
す
。
内
容
に

変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、
削
除
線
を
引
き
、
余
白
に
正
し
い
内
容
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

１ １

評評
価価
額額
（（
ホホ
））
～～
課課
税税
標標
準準
額額
（（トト
））

記記
入入
のの
必必
要要
はは
ああ
りり
まま
せせ
んん
。。
たた
だだ
しし
電電
算算
処処
理理
にに
よよ
りり

全全
資資
産産
申申
告告
をを
行行
うう
場場
合合
はは
、、
課課
税税
標標
準準
額額
をを
記記
入入
しし
てて
くく

だだ
ささ
いい
。。

７ ７

６ ６

５ ５４ ４

３ ３２ ２

－ 1－



・
前
年
中
に
取
得
し
た
も
の
（
ハ
）
：
前
年
中
に
増
加
し
た
資
産
の
取
得
価
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※
申
告
漏
れ
や
、
移
動
に
よ
り
受
け
入
れ
た
資
産
は
（
イ
）
で
は
な
く
（
ハ
）
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
「
(5
)そ

の
他
」
は
、
商
号
や
住
所
の
変
更
等
が
あ
っ
た
場
合
は
、
変
更
が
あ
っ
た
日
と
変
更
前
、
変
更
後
の
内
容
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
相
続
が
あ
っ
た
場
合
は
、
相

　
続
の
原
因
日
と
承
継
人
の
住
所
及
び
氏
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
そ
の
他
必
要
な
事
項
が
あ
る
場
合
は
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑦
取
得
価
額

・
前
年
前
に
取
得
し
た
も
の
（
イ
）
：
昨
年
ま
で
の
申
告
に
基
づ
き
、
取
得
価
額
を
印
字
し
て
い
ま
す
。

・
前
年
中
に
減
少
し
た
も
の
（
ロ
）
：
前
年
中
に
減
少
し
た
資
産
の
取
得
価
額
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
「
(2
)廃

業
等
に
つ
い
て
」
は
、
市
内
で
行
っ
て
い
る
事
業
を
廃
業
し
た
場
合
、
又
は
法
人
が
解
散
し
た
場
合
に
、
該
当
す
る
事
由
を
○
で
囲
ん
で
、
原
因
日
を
記
入
し
て
く

　
だ
さ
い
。

・
「
(3
)翌

年
度
の
償
却
資
産
申
告
書
の
送
達
に
つ
い
て
」
は
、
“
希
望
す
る
”
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

　
（
自
社
様
式
で
の
申
告
及
び
電
子
申
告
等
に
よ
り
、
申
告
書
の
送
付
が
不
要
な
場
合
は
、
“
希
望
し
な
い
”
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
）

・
「
(4
)申

告
書
及
び
納
税
通
知
書
送
達
先
」
は
、
法
人
の
本
店
所
在
地
又
は
個
人
の
住
所
地
と
異
な
る
場
所
に
申
告
書
等
の
送
付
を
希
望
す
る
場
合
は
、
“
別
住
所
に
送
付
”

　
を
○
で
囲
ん
で
、
住
所
と
氏
名
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
借
用
資
産
（
レ
ン
タ
ル
資
産
、
リ
ー
ス
資
産
）
の
有
無
に
つ
い
て
、
該
当
す
る
方
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
借
用
資
産
が
あ
る
場
合
は
、
貸
主
の
名
称
、
住
所
及
び
電
話
番

号
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑥
備
考
（
添
付
書
類
等
）

・
「
(1
)資

産
の
状
況
に
つ
い
て
」
は
、
昨
年
の
申
告
資
産
の
状
況
と
比
較
し
て
、
該
当
す
る
項
目
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。
な
お
、
申
告
す
べ
き
資
産
が
な
い
場
合
は
、

　
“
該
当
資
産
な
し
”
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

　
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
「
税
理
士
等
の
氏
名
」
は
、
経
理
を
委
任
し
て
い
る
税
理
士
等
の
氏
名
及
び
電
話
番
号
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

④
市
（
区
）
町
村
内
に
お
け
る
事
業
所
等
資
産
の
所
在
地

　
日
立
市
内
に
あ
る
資
産
の
所
在
地
（
店
舗
及
び
工
場
等
の
所
在
地
）
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑤
借
用
資
産

③
事
業
種
目
等

・
「
事
業
種
目
」
は
、
具
体
的
な
業
種
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
法
人
の
場
合
は
、
資
本
金
等
も
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
「
事
業
開
始
年
月
」
は
、
個
人
の
場
合
は
事
業
を
開
始
し
た
年
月
、
法
人
の
場
合
は
法
人
を
設
立
し
た
年
月
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
「
こ
の
申
告
に
応
答
す
る
者
の
係
及
び
氏
名
」
は
、
申
告
書
の
内
容
に
つ
い
て
確
認
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
申
告
書
を
作
成
し
た
係
、
氏
名
（
担
当
者
）
及
び
電
話

・
「
住
所
」
は
事
業
所
や
営
業
所
の
住
所
で
は
な
く
、
法
人
の
場
合
は
本
店
所
在
地
、
個
人
の
場
合
は
住
所
地
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

・
昨
年
ま
で
に
申
告
が
あ
っ
た
方
の
申
告
書
に
は
、
昨
年
ま
で
の
申
告
内
容
を
印
字
し
て
送
付
し
て
い
ま
す
。
住
所
や
氏
名
が
変
更
に
な
っ
た
場
合
は
、
変
更
箇
所
に
削
除
線

　
を
引
き
、
余
白
に
正
し
い
内
容
を
記
入
し
、
備
考
欄
に
異
動
事
由
、
異
動
年
月
日
等
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

②
法
人
番
号
ま
た
は
個
人
番
号

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
開
始
に
よ
り
、
法
人
の
方
は
法
人
番
号
（
１
３
桁
）
、
個
人
の
方
は
個
人
番
号
（
１
２
桁
）
を
右
詰
め
で
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

①
住
所
、
氏
名

－ 2－



　

1
・

2
3
・

4

,
0
0
0

1
5

枚
の

う
ち

日
立
工
業
　
株
式
会
社

日
立

産
業

　
有

限
会

社
9
5
0
0
0
0
1

1
枚

　
　

目

行 番 号

異 動 区 分

資 産 の 種 類

資
産
番
号

資
産

の
名

称令
　

和
　

〇
年

　
度

種
類

別
明

細
書

（
全

資
産

用
）

所
　
　
有
　
　
者
　
　
名

所
 
有
 
者
 
コ
 
ー
 
ド

1

課
税

標
準

の
特

例
課

税
標

準
額

増 加 事 由

摘
　

要
率

コ
ー

ド
十

億
百

万
千

円
十

億
百

万
千

円

提 出 用

年 号
年

月
新

旧

数 量

取
得

年
月

取
得

価
額

耐
用

年
数

減 価 残 存 率

価
　

額
変

更
年

度
十

億
百

万
千

円

S
6
1

5
1
1
,
5
0
0

2
2

油
圧
プ
レ
ス

1
H

1
・

2
3
・

4

1
1

路
面
舗
装
・
コ
ン
ク
リ
ー
ト

1

1
2

1
1
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

4
1
・

2
3
・

4

7
5
0
0
,
0
0
0

6
6

4
2 2

フ フ
ラ ラ
イ イ
ス ス
盤 盤

1 1
R R

7 7
1 1

3
レ
ー
ザ
ー
プ
リ
ン
タ

1
H

１１
月月
11
日日

取取
得得
資資
産産

5 5
, ,0 0
0 0
0 0
, ,0 0
0 0
0 0
1 1
0 0

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

中中
古古
品品
取取
得得

, ,0 0
0 0
0 0
5 5

R R
6 6
3 3

1 1
9 9
, ,0 0
0 0
0 0

2 2
Ｎ Ｎ
Ｃ Ｃ
旋 旋
盤 盤

6
6 6

電 電
子 子
計 計
算 算
機 機

1 1
H H

5
1 1

1
・

2
3
・

4

〇〇
〇〇
事事
業業
所所
かか
らら

のの
移移
転転
受受
入入
れれ

6 6
2 2
5 5
3 3

1 1
, ,6 6
5 5
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

1
・

2
3
・

4

87

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

1
09

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

1
2

1
1

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

1
4

1
3

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

1
6

1
5

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

1
8

1
7

1
・

2
3
・

4

1
・

2
3
・

4

2
0

1
9

1
・

2
3
・

4

,
0
0
0

注
意
　
太
枠
内
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
た
だ
し
、
自
社
の
電
算
処
理
に
よ
る
全
資
産
申
告
を
さ
れ
る
場
合
は
、
全
部
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
増
加
、
減
少
、
修
正
は
す
べ
て
こ
の
用
紙
で
処
理
し
ま
す
。

　
　
「
増
加
事
由
」
の
欄
は
、
１
新
品
取
得
、
２
中
古
品
取
得
、
３
移
動
に
よ
る
受
入
れ
、
４
そ
の
他
の
い
ず
れ
か
に
○
印
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

4 4
3 3
7 7
, ,1 1
5 5
0 0
, ,0 0
0 0
0 0

小
　
　
計

3
1
4
,
0
0
0

昭
和
は
「
Ｓ
」

平
成
は
「
Ｈ
」

令
和
は
「
Ｒ
」

種種
類類
別別
明明
細細
書書
（（
全全
資資
産産
用用
））
のの
記記
載載
方方
法法

・
こ
の
明
細
書
に
記
載
さ
れ
て
い
る
資
産
は
、
前
年
度
ま
で
に
申
告
し
て
い
る
資
産
に
な
り
ま
す
。
前
年
中
に

変
更
が
あ
っ
た
資
産
に
つ
い
て
加
除
訂
正
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

・
日
立
市
に
初
め
て
申
告
さ
れ
る
方
は
毎
年
１
月
１
日
現
在
の
資
産
の
状
況
を
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

※※ 記記 入入 のの 必必 要要 はは ああ りり まま せせ んん

※※
ここ
のの
欄欄
にに
記記
入入
のの
必必
要要
はは
ああ
りり
まま
せせ

んん
。。 たた
だだ
しし
、、
自自
社社
のの
電電
算算
処処
理理
にに
よよ
るる
全全
資資
産産

申申
告告
をを
ささ
れれ
るる
場場
合合
にに
はは
記記
載載
しし
てて
くく
だだ
ささ
いい
。。

※※
送送
付付
しし
たた
種種
類類
別別
明明
細細
書書
にに
はは
、、
参参
考考
とと

しし
てて
新新
年年
度度
のの
評評
価価
額額
がが
記記
載載
ささ
れれ
てて
いい
まま

すす
。。

１１
２２

３３
４４

５５
６ ６

７７

－ 3－



　
年
号
は
、
「
S
　
昭
和
」
「
H
　
平
成
」
「
R
　
令
和
」
で
ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

④
取

得
価

額
　
償
却
資
産
を
取
得
す
る
た
め
に
通
常
支
出
す
べ
き
金
額
（
当
該
償
却
資
産
の
引
取
り
運
賃
、
荷
役
費
、
運
送
保
険
料
、
購
入
手
数
料
、
関
税
、
据
付
費
そ
の
他

当
該
償
却
資
産
を
事
業
の
用
に
供
す
る
た
め
に
直
接
要
し
た
費
用
を
含
む
）
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
※
　
消
費
税
の
取
扱
い
は
、
法
人
税
又
は
所
得
税
に
お
け
る
所
得
計
算
の
経
理
方
式
に
従
っ
て
く
だ
さ
い
。

品
」
の
い
ず
れ
か
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
こ
の
区
分
は
、
法
人
税
申
告
書
別
表
１
６
の
「
種
類
」
と
一
致
し
ま
す
。

②
資
産
の
名
称
、
数
量
　
資
産
の
名
称
及
び
数
量
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
同
じ
名
称
の
資
産
が
あ
る
場
合
は
、
括
弧
書
き
（
例
：
外
構
工
事
（
ア
パ
ー
ト
A
）
、
外
構
工
事
（
ア
パ
ー

ト
B
）
等
）
で
わ
か
る
よ
う
に
追
記
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
数
量
の
単
位
は
任
意
に
な
り
ま
す
。

③
取

得
年

月
　
資
産
を
取
得
し
た
年
月
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
取
得
年
月
の
取
扱
い
は
法
人
税
及
び
所
得
税
と
同
じ
で
す
。

①
資

産
の

種
類
　
「
１
　
構
築
物
（
建
物
附
属
設
備
）
」
「
２
　
機
械
及
び
装
置
」
「
３
　
船
舶
」
「
４
　
航
空
機
」
「
５
　
車
両
及
び
運
搬
具
」
「
６
　
工
具
、
器
具
及
び
備

　
３
の
場
合
は
移
動
前
の
所
在
地
を
摘
要
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
４
の
場
合
は
理
由
を
摘
要
に
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

⑦
摘

要
　
非
課
税
に
該
当
す
る
資
産
、
課
税
標
準
の
特
例
が
適
用
さ
れ
る
資
産
、
短
縮
耐
用
年
数
を
摘
要
し
て
い
る
資
産
及
び
増
加
償
却
を
行
っ
て
い
る
資
産
に
つ
い

て
は
、
そ
の
旨
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
資
産
の
価
格
の
決
定
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
が
あ
る
場
合
（
１
月
１
日
取
得
資
産
等
）
や
資
産
が
増
加
し
た

事
由
（
合
併
に
よ
る
受
入
れ
、
中
古
品
取
得
等
）
に
つ
い
て
特
記
す
べ
き
事
項
が
あ
る
場
合
は
、
そ
の
旨
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

こ
と
も
で
き
ま
す
。
（
た
だ
し
、
取
得
し
た
中
古
資
産
を
使
用
す
る
た
め
に
行
っ
た
修
繕
等
の
費
用
が
そ
の
中
古
資
産
の
再
取
得
価
額
の
５
０
％
相
当
額
を
超
え

る
場
合
は
、
法
定
耐
用
年
数
を
適
用
し
ま
す
。
）

簡
便
法
　
①
　
法
定
耐
用
年
数
の
全
部
を
経
過
し
た
場
合
・
・
・
法
定
耐
用
年
数
　
×
　
０
．
２

　
　
　
　
②
　
法
定
耐
用
年
数
の
一
部
を
経
過
し
た
場
合
・
・
・
（
法
定
耐
用
年
数
　
－
　
経
過
年
数
）
　
＋
　
（
経
過
年
数
　
×
　
０
．
２
）

　
　
　
　
※
　
計
算
し
た
年
数
に
１
年
未
満
の
端
数
が
あ
る
場
合
は
端
数
切
り
捨
て
、
ま
た
そ
の
年
数
が
２
年
未
満
の
場
合
は
２
年
を
耐
用
年
数
と
し
ま
す
。

⑥
増

加
事

由
　
「
１
　
新
品
取
得
」
「
２
　
中
古
品
取
得
」
「
３
　
移
動
に
よ
る
受
入
れ
」
「
４
　
そ
の
他
」
の
い
ず
れ
か
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

　
　
　
（
税
込
経
理
の
場
合
は
税
込
価
格
を
、
税
抜
経
理
の
場
合
は
税
抜
価
格
を
取
得
価
額
と
し
ま
す
。
）

⑤
耐

用
年

数
　
法
人
税
及
び
所
得
税
に
お
け
る
法
定
耐
用
年
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
（
1
3
ペ
ー
ジ
参
照
）
。
国
税
局
長
の
承
認
を
得
て
短
縮
耐
用
年
数
を
適
用
し
て
い
る

場
合
は
そ
の
短
縮
耐
用
年
数
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
中
古
資
産
の
場
合
は
、
原
則
と
し
て
取
得
後
の
使
用
可
能
年
数
を
見
積
も
っ
て
耐
用
年
数
と
し
ま
す
が
、
見
積
も
り
が
困
難
な
場
合
は
、
次
の
簡
便
法
に
よ
る

－ 4－
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ⅠⅠ 償償  却却  資資  産産  とと  はは  
 

償却資産とは、土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産で、その減価償却額又は減価 

償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必要な経費に算入されるもののう 

ち、その取得価額が少額である資産その他の政令で定める資産以外のもの（これに類する資産で法人税 

法又は所得税を課されない者が所有するものを含みます。）をいいます（地方税法第 3４１条第４号）。 

 償却資産の所有者は地方税法第 383 条の規定により、毎年１月３１日までに１月１日（賦課期日） 

現在における償却資産の所有状況について、必要な事項をその所在地の市町村長に申告する義務があり 

ます。 

 

１１  資資産産のの種種類類ごごととのの主主なな償償却却資資産産  

 

２２  申申告告すするる資資産産ととはは  

  毎年１月１日現在において、事業の用に供することができる資産のうち、次の（１）（２）の要件を 

 満たすものです。 

（１） 土地及び家屋以外の有形の固定資産で、所得税法又は法人税法の所得の計算上、減価償却の対象 

  となる資産 

 ●次のような資産も事業の用に供することができる状態であれば申告の対象となります。 

・建設仮勘定で経理されている資産 

・決算期以後１月１日までの間に取得された資産で、まだ固定資産勘定に計上されていない資産 

・簿外資産（会社の帳簿に記載されていない資産） 

・償却済資産（減価償却が終わった資産） 

・遊休資産（稼働を休止しているが、いつでも稼働できる状態にある資産） 

・未稼働資産（既に完成しているが、未だ稼働していない資産） 

・借用資産（リース資産）で、契約の内容が割賦販売と同等である資産（９ページ参照） 

  ・即時償却資産（取得価額が 30 万円未満の資産で、租税特別措置法第 28 条の 2 又は第 67 条の５に該当する資産） 

 

資 産 の 種 類 主 な 償 却 資 産 の 一 例 

１１  
構 築 物      広告塔、門、塀、資材置場や駐車場の舗装路面、煙突、緑化施設等、 

建物附属設備 建築設備、内装・内部造作等 

２２  
機 械 及 び      

装 置      

各種産業用の工作・作業用機械設備、クレーン、ボイラー、ブルドーザー、 

パワーショベル等の自走式作業用機械設備、太陽光発電設備等 

３３  船 舶      貨客船、モーターボート、漁船、釣船等 

４４  航 空 機      飛行機、ヘリコプター、グライダー等 

５５  
車 両 及 び      

運 搬 具      

建築機械（分類番号が｢0、00 から 09 及び 000 から 099｣の車両）、大型特殊自動車

（分類番号が｢9、90 から 99 及び 900 から 999｣の車両）、フォークリフト、自転車 

６６  
工 具 ・ 器 具

及 び 備 品      

机・椅子等の事務機器、陳列ケース、看板、測定検査工具、工作用工具、医療機器、パ

ソコン、コピー機、ファックス、エアコン等 

－ 5－
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  毎年１月１日現在において、事業の用に供することができる資産のうち、次の（１）（２）の要件を 

 満たすものです。 

（１） 土地及び家屋以外の有形の固定資産で、所得税法又は法人税法の所得の計算上、減価償却の対象 

  となる資産 

 ●次のような資産も事業の用に供することができる状態であれば申告の対象となります。 

・建設仮勘定で経理されている資産 

・決算期以後１月１日までの間に取得された資産で、まだ固定資産勘定に計上されていない資産 

・簿外資産（会社の帳簿に記載されていない資産） 

・償却済資産（減価償却が終わった資産） 

・遊休資産（稼働を休止しているが、いつでも稼働できる状態にある資産） 

・未稼働資産（既に完成しているが、未だ稼働していない資産） 

・借用資産（リース資産）で、契約の内容が割賦販売と同等である資産（９ページ参照） 

  ・即時償却資産（取得価額が 30 万円未満の資産で、租税特別措置法第 28 条の 2 又は第 67 条の５に該当する資産） 

 

資 産 の 種 類 主 な 償 却 資 産 の 一 例 

１１  
構 築 物      広告塔、門、塀、資材置場や駐車場の舗装路面、煙突、緑化施設等、 

建物附属設備 建築設備、内装・内部造作等 

２２  
機 械 及 び      

装 置      

各種産業用の工作・作業用機械設備、クレーン、ボイラー、ブルドーザー、 

パワーショベル等の自走式作業用機械設備、太陽光発電設備等 

３３  船 舶      貨客船、モーターボート、漁船、釣船等 

４４  航 空 機      飛行機、ヘリコプター、グライダー等 

５５  
車 両 及 び      

運 搬 具      

建築機械（分類番号が｢0、00 から 09 及び 000 から 099｣の車両）、大型特殊自動車

（分類番号が｢9、90 から 99 及び 900 から 999｣の車両）、フォークリフト、自転車 

６６  
工 具 ・ 器 具

及 び 備 品      

机・椅子等の事務機器、陳列ケース、看板、測定検査工具、工作用工具、医療機器、パ

ソコン、コピー機、ファックス、エアコン等 
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（２） 耐用年数が１年以上で取得価額（１個又は１組当たり）が１０万円以上の資産 
 

 
取 得 時 期 取 得 価 額 国税の取扱い 

固 定 資 産 税 

（償却資産）の取扱い 

個
人
の
場
合 

平成 11 年 1 月 1 日 

以後に取得した資産 
※平成１０年１２月３１日以前に取得した

資産については、日立市資産税課にお問

い合わせ下さい。 

10 万円未満 必 要 経 費 申 告 対 象 外 

10 万円以上 

20 万円未満 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

20 万円以上 減 価 償 却 申 告 対 象 

法
人
の
場
合 

平成１０年４月１日 

以後に開始された事業 

年度に取得した資産 
※平成１０年３月３１日以前に取得した資

産については、日立市資産税課にお問い

合わせ下さい。 

10 万円未満 

損 金 算 入 申 告 対 象 外 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

10 万円以上 

20 万円未満 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

20 万円以上 減 価 償 却 申 告 対 象 

  

ⅡⅡ  償償却却資資産産のの申申告告ににつついいてて    
  

  

１１  申申告告ししてていいたただだくく方方  

工場や商店を営んでいたり、駐車場やアパートを貸し付けていたりするなど、事業を行っている方 
  で、１月 1 日現在に償却資産を所有している方です。 
   地方税法第 383 条の規定により、毎年 1 月 1 日（賦課期日）現在の所有状況を申告する義務があ

ります。また、資産をお持ちでない場合や転出、廃業等があった場合についても申告が必要です。 
◎ 所有権留保付売買資産については、原則として買主の方が申告してください。 
◎ 償却資産を共有されている方は、共有名義の申告となりますので、各々の持分に応じて個々に 
 申告するのではなく、代表者を決めて申告してください。 

 
２２  提提出出ししてていいたただだくく書書類類  
（１） 必ず提出していただくもの  

  「「償償却却資資産産申申告告書書」」及び「「種種類類別別明明細細書書」」 

     前年中に資産の増加及び減少がない場合でも「種類別明細書」は必ず提出してください。 

（２） 該当する資産がある場合に提出していただくもの 

 ・課税標準の特例がある資産を所有されている場合……固定資産税特例申請書、事実を証明する書類 

 ・短縮耐用年数を適用された場合…………………………国税局長の承認通知書（写） 

 ・増加償却をされた場合……………………………………税務署長への届出書（写） 

 ・減免該当資産を所有されている場合……………………減免申請書、事実を証明する書類 

（３） 番号法に定める本人確認の実施 

        平成 28 年 1 月 1 日以後に提出する償却資産申告書の様式にマイナンバー（個人番号）・法人番 

   号の記載欄が追加されました。これによりママイイナナンンババーー（（個個人人番番号号））を記載した申告書を提出いた 

   だく際に、番号法に定める本人確認（番号確認、身元確認及び代理権確認）を実施します。申告の 

     際は以下の本人確認資料をお持ちください。また、郵送の場合は本人確認資料の写しを添付し提出 

     してください。 

 ① 本人提出の場合 

 番号確認資料の写し（個人番号カード、通知カード、個人番号付き住民票の写し等） 

 身元確認資料（個人番号カード、運転免許証等） 

 ② 代理人提出の場合 

 本人の番号確認資料の写し（個人番号カード、通知カード、個人番号付き住民票の写し等） 

 代理人の身元確認資料（個人番号カード、運転免許証、税理士証票、社員証等） 

 代理権確認資料（税務代理権限証書、委任状等） 
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（２） 耐用年数が１年以上で取得価額（１個又は１組当たり）が１０万円以上の資産 
 

 
取 得 時 期 取 得 価 額 国税の取扱い 

固 定 資 産 税 

（償却資産）の取扱い 

個
人
の
場
合 

平成 11 年 1 月 1 日 

以後に取得した資産 
※平成１０年１２月３１日以前に取得した

資産については、日立市資産税課にお問

い合わせ下さい。 

10 万円未満 必 要 経 費 申 告 対 象 外 

10 万円以上 

20 万円未満 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

20 万円以上 減 価 償 却 申 告 対 象 

法
人
の
場
合 

平成１０年４月１日 

以後に開始された事業 

年度に取得した資産 
※平成１０年３月３１日以前に取得した資

産については、日立市資産税課にお問い

合わせ下さい。 

10 万円未満 

損 金 算 入 申 告 対 象 外 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

10 万円以上 

20 万円未満 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

20 万円以上 減 価 償 却 申 告 対 象 

  

ⅡⅡ  償償却却資資産産のの申申告告ににつついいてて    
  

  

１１  申申告告ししてていいたただだくく方方  

工場や商店を営んでいたり、駐車場やアパートを貸し付けていたりするなど、事業を行っている方 
  で、１月 1 日現在に償却資産を所有している方です。 
   地方税法第 383 条の規定により、毎年 1 月 1 日（賦課期日）現在の所有状況を申告する義務があ

ります。また、資産をお持ちでない場合や転出、廃業等があった場合についても申告が必要です。 
◎ 所有権留保付売買資産については、原則として買主の方が申告してください。 
◎ 償却資産を共有されている方は、共有名義の申告となりますので、各々の持分に応じて個々に 
 申告するのではなく、代表者を決めて申告してください。 

 
２２  提提出出ししてていいたただだくく書書類類  
（１） 必ず提出していただくもの  

  「「償償却却資資産産申申告告書書」」及び「「種種類類別別明明細細書書」」 

     前年中に資産の増加及び減少がない場合でも「種類別明細書」は必ず提出してください。 

（２） 該当する資産がある場合に提出していただくもの 

 ・課税標準の特例がある資産を所有されている場合……固定資産税特例申請書、事実を証明する書類 

 ・短縮耐用年数を適用された場合…………………………国税局長の承認通知書（写） 

 ・増加償却をされた場合……………………………………税務署長への届出書（写） 

 ・減免該当資産を所有されている場合……………………減免申請書、事実を証明する書類 

（３） 番号法に定める本人確認の実施 

        平成 28 年 1 月 1 日以後に提出する償却資産申告書の様式にマイナンバー（個人番号）・法人番 

   号の記載欄が追加されました。これによりママイイナナンンババーー（（個個人人番番号号））を記載した申告書を提出いた 

   だく際に、番号法に定める本人確認（番号確認、身元確認及び代理権確認）を実施します。申告の 

     際は以下の本人確認資料をお持ちください。また、郵送の場合は本人確認資料の写しを添付し提出 

     してください。 

 ① 本人提出の場合 

 番号確認資料の写し（個人番号カード、通知カード、個人番号付き住民票の写し等） 

 身元確認資料（個人番号カード、運転免許証等） 

 ② 代理人提出の場合 

 本人の番号確認資料の写し（個人番号カード、通知カード、個人番号付き住民票の写し等） 

 代理人の身元確認資料（個人番号カード、運転免許証、税理士証票、社員証等） 

 代理権確認資料（税務代理権限証書、委任状等） 
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（２） 耐用年数が１年以上で取得価額（１個又は１組当たり）が１０万円以上の資産 
 

 
取 得 時 期 取 得 価 額 国税の取扱い 

固 定 資 産 税 

（償却資産）の取扱い 

個
人
の
場
合 

平成 11 年 1 月 1 日 

以後に取得した資産 
※平成１０年１２月３１日以前に取得した

資産については、日立市資産税課にお問

い合わせ下さい。 

10 万円未満 必 要 経 費 申 告 対 象 外 

10 万円以上 

20 万円未満 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

20 万円以上 減 価 償 却 申 告 対 象 

法
人
の
場
合 

平成１０年４月１日 

以後に開始された事業 

年度に取得した資産 
※平成１０年３月３１日以前に取得した資

産については、日立市資産税課にお問い

合わせ下さい。 

10 万円未満 

損 金 算 入 申 告 対 象 外 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

10 万円以上 

20 万円未満 

3 年間一括償却 申 告 対 象 外 

減 価 償 却 申 告 対 象 

20 万円以上 減 価 償 却 申 告 対 象 

  

ⅡⅡ  償償却却資資産産のの申申告告ににつついいてて    
  

  

１１  申申告告ししてていいたただだくく方方  

工場や商店を営んでいたり、駐車場やアパートを貸し付けていたりするなど、事業を行っている方 
  で、１月 1 日現在に償却資産を所有している方です。 
   地方税法第 383 条の規定により、毎年 1 月 1 日（賦課期日）現在の所有状況を申告する義務があ

ります。また、資産をお持ちでない場合や転出、廃業等があった場合についても申告が必要です。 
◎ 所有権留保付売買資産については、原則として買主の方が申告してください。 
◎ 償却資産を共有されている方は、共有名義の申告となりますので、各々の持分に応じて個々に 
 申告するのではなく、代表者を決めて申告してください。 

 
２２  提提出出ししてていいたただだくく書書類類  
（１） 必ず提出していただくもの  

  「「償償却却資資産産申申告告書書」」及び「「種種類類別別明明細細書書」」 

     前年中に資産の増加及び減少がない場合でも「種類別明細書」は必ず提出してください。 

（２） 該当する資産がある場合に提出していただくもの 

 ・課税標準の特例がある資産を所有されている場合……固定資産税特例申請書、事実を証明する書類 

 ・短縮耐用年数を適用された場合…………………………国税局長の承認通知書（写） 

 ・増加償却をされた場合……………………………………税務署長への届出書（写） 

 ・減免該当資産を所有されている場合……………………減免申請書、事実を証明する書類 

（３） 番号法に定める本人確認の実施 

        平成 28 年 1 月 1 日以後に提出する償却資産申告書の様式にマイナンバー（個人番号）・法人番 

   号の記載欄が追加されました。これによりママイイナナンンババーー（（個個人人番番号号））を記載した申告書を提出いた 

   だく際に、番号法に定める本人確認（番号確認、身元確認及び代理権確認）を実施します。申告の 

     際は以下の本人確認資料をお持ちください。また、郵送の場合は本人確認資料の写しを添付し提出 

     してください。 

 ① 本人提出の場合 

 番号確認資料の写し（個人番号カード、通知カード、個人番号付き住民票の写し等） 

 身元確認資料（個人番号カード、運転免許証等） 

 ② 代理人提出の場合 

 本人の番号確認資料の写し（個人番号カード、通知カード、個人番号付き住民票の写し等） 

 代理人の身元確認資料（個人番号カード、運転免許証、税理士証票、社員証等） 

 代理権確認資料（税務代理権限証書、委任状等） 

－ 6－
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３３    提提出出期期限限及及びび提提出出先先  

  令和７年１月３１日（金） 
 

  日立市財政部資産税課 家屋係 償却資産担当に提出してください。 

   〒317-8601 日立市助川町１丁目１番１号（本庁舎２階海側） 
 

４４    申申告告ををししななかかっったた場場合合・・虚虚偽偽のの申申告告ををししたた場場合合  

    正当な理由がなく申告されなかった場合には、地方税法第 386 条及び日立市税条例第 75 条の規 

定により、過料を科せられることがあります。また、虚偽の申告をされた場合は、地方税法第 385 

 条の規定により罰金を科せられることがあります。 

 

55    申申告告漏漏れれ資資産産ががああっったた場場合合  

償却資産の取得年が申告の前年より前であることが判明した場合、地方税法第 17 条の５の規定に 

より、最大５年間までさかのぼって申告及び修正申告をお願いすることになりますので、ご了承くだ

さい。 

   

66    実実地地調調査査ののおお願願いい及及びび国国税税資資料料等等のの閲閲覧覧ににつついいてて  

    申告書受理後、償却資産の申告内容が適正であることを確認するために、地方税法第 353 条及び 

  第 408 条の規定により、実地調査を行うことがあります。 

また、実地調査等に伴い、申告内容の修正をお願いすることがあります。その場合は現年度だけで 

  なく５年度分まで遡及して修正することになりますのでご了承ください。 

    日立市では地方税法第３５４条の２の規定により、所得税又は法人税に関する書類（国税資料等） 

について閲覧を行っています。閲覧した書類の内容と申告内容に差異が見受けられた場合は、実地調  

査を含め個別に確認させていただきますのでご協力をお願いします。 

      

77    建建物物附附属属設設備備・・特特定定附附帯帯設設備備のの取取扱扱いいににつついいてて  

（１） 自己所有家屋に取り付けた建物附属設備 

  ・・建物附属設備の家屋と償却の区分（８ページを参照） 

  自己所有家屋に取り付けた建物附属設備は、固定資産税の取扱い上、次により家屋と償却資産 

   とに区分して課税されます。 

    償却資産とするもの…単に移動を防止する程度に家屋に取り付けられたもの又は独立した機器 

                           としての性格の強いもの 

    家屋とするもの………家屋の所有者が所有し、家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める 

                 電気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備、消化設備、空調設備など 

  ・・特定の生産又は、業務用の設備等の取扱い 

  特定の生産活動を行うために必要な動力源装置、熱源装置、水処理装置、汚水処理装置、冷却気 

 設備、エアー配管、油配管、照明設備等及びその附属設備は償却資産となります。 

（２） 賃借人等の方が取り付けた内装、造作、建築設備等の資産（特定附帯設備） 

 賃貸ビルなど借り受けて事業をされている方（テナントの方）が自らの事業を営むために取り付 

 けた電気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備等や外壁、内壁、天井、床等の仕上げ及び建具、   

 配線・配管等のことを特定附帯設備といいます。 

        特定附帯設備は、テナントの方が償却資産として申告してください。 

－ 7－



- 7 - 
 

３３    提提出出期期限限及及びび提提出出先先  

  令和７年１月３１日（金） 
 

  日立市財政部資産税課 家屋係 償却資産担当に提出してください。 

   〒317-8601 日立市助川町１丁目１番１号（本庁舎２階海側） 
 

４４    申申告告ををししななかかっったた場場合合・・虚虚偽偽のの申申告告ををししたた場場合合  

    正当な理由がなく申告されなかった場合には、地方税法第 386 条及び日立市税条例第 75 条の規 

定により、過料を科せられることがあります。また、虚偽の申告をされた場合は、地方税法第 385 

 条の規定により罰金を科せられることがあります。 

 

55    申申告告漏漏れれ資資産産ががああっったた場場合合  

償却資産の取得年が申告の前年より前であることが判明した場合、地方税法第 17 条の５の規定に 

より、最大５年間までさかのぼって申告及び修正申告をお願いすることになりますので、ご了承くだ

さい。 

   

66    実実地地調調査査ののおお願願いい及及びび国国税税資資料料等等のの閲閲覧覧ににつついいてて  

    申告書受理後、償却資産の申告内容が適正であることを確認するために、地方税法第 353 条及び 

  第 408 条の規定により、実地調査を行うことがあります。 

また、実地調査等に伴い、申告内容の修正をお願いすることがあります。その場合は現年度だけで 

  なく５年度分まで遡及して修正することになりますのでご了承ください。 

    日立市では地方税法第３５４条の２の規定により、所得税又は法人税に関する書類（国税資料等） 

について閲覧を行っています。閲覧した書類の内容と申告内容に差異が見受けられた場合は、実地調  

査を含め個別に確認させていただきますのでご協力をお願いします。 

      

77    建建物物附附属属設設備備・・特特定定附附帯帯設設備備のの取取扱扱いいににつついいてて  

（１） 自己所有家屋に取り付けた建物附属設備 

  ・・建物附属設備の家屋と償却の区分（８ページを参照） 

  自己所有家屋に取り付けた建物附属設備は、固定資産税の取扱い上、次により家屋と償却資産 

   とに区分して課税されます。 

    償却資産とするもの…単に移動を防止する程度に家屋に取り付けられたもの又は独立した機器 

                           としての性格の強いもの 

    家屋とするもの………家屋の所有者が所有し、家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める 

                 電気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備、消化設備、空調設備など 

  ・・特定の生産又は、業務用の設備等の取扱い 

  特定の生産活動を行うために必要な動力源装置、熱源装置、水処理装置、汚水処理装置、冷却気 

 設備、エアー配管、油配管、照明設備等及びその附属設備は償却資産となります。 

（２） 賃借人等の方が取り付けた内装、造作、建築設備等の資産（特定附帯設備） 

 賃貸ビルなど借り受けて事業をされている方（テナントの方）が自らの事業を営むために取り付 

 けた電気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備等や外壁、内壁、天井、床等の仕上げ及び建具、   

 配線・配管等のことを特定附帯設備といいます。 

        特定附帯設備は、テナントの方が償却資産として申告してください。 
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建築設備における償却資産と家屋との区分の例 

設備等 

の種類 
設備の分類 設 備 等 の 内 容 

家屋と建築設備等の所有関係 

同 じ 場 合       異 な る 場 合       

家 屋 償却資産 家 屋 償却資産 

建築工事 内装・造作 床､壁､天井仕上、店舗造作等工事一式 〇〇      ◎◎  

外構工事 外構工事 工事一式（門、塀、緑化施設等）   ◎◎    ◎◎  

電気設備 

受変電設備 設備一式   ◎◎    ◎◎  

予備電源設備 発電機設備、蓄電器設備、無停電電源設備等   ◎◎    ◎◎  

中央監視設備 設備一式   ◎◎    ◎◎  

電灯コンセント設備 

照明器具設備 

屋外設備一式   ◎◎    ◎◎  

屋内設備一式 〇〇      ◎◎ 

動力配線設備 
特定の生産又は業務用設備   ◎◎    ◎◎  

上記以外の設備 〇〇      ◎◎  

電話設備 
電話機、交換機等の機器   ◎◎    ◎◎  

配管・配線、端子盤等 〇〇      ◎◎  

LAN 設備 設備一式   ◎◎    ◎◎  

放送・拡声設備 
マイク、スピーカー、アンプ等の機器   ◎◎    ◎◎  

配管・配線等 〇〇      ◎◎  

監視カメラ設備 
受像機（テレビ）、カメラ、録画装置等の機器   ◎◎    ◎◎  

配管・配線等 〇〇      ◎◎  

避雷設備 設備一式 〇〇      ◎◎  

火災報知設備 設備一式 〇〇      ◎◎  

給 排 水 

衛生設備 

給排水設備 
屋外設備、特定の生産又は業務用設備   ◎◎    ◎◎  

屋内の配管等、高架水槽、受水槽、ポンプ等 〇〇      ◎◎  

給湯設備 
局所式給湯設備（ユニットバス用、床暖房用等）、

中央式給湯設備 
〇〇      ◎◎  

ガス設備 
屋外設備、特定の生産又は業務用設備   ◎◎    ◎◎ 
屋内の配管等 〇〇      ◎◎ 

衛生設備 設備一式（洗面器、大小便器等） 〇〇      ◎◎ 

消化設備 
消化設備、避難器具、ホース及びノズル、ガスボンベ等   ◎◎    ◎◎ 
消化栓設備、スプリンクラー設備等 〇〇      ◎◎ 

空調設備 

空調設備 
ルームエアコン（壁掛型）、特定の生産又は業務用設備   ◎◎    ◎◎ 
上記以外の設備 〇〇      ◎◎ 

換気設備 
特定の生産又は業務用設備   ◎◎    ◎◎ 
上記以外の設備 〇〇      ◎◎ 

その他の

設 備 等 

運搬設備 
工場用ベルトコンベアー、垂直搬送機   ◎◎    ◎◎ 
エレベーター、エスカレーター、小荷物専用昇降機等 〇〇      ◎◎ 

その他の設備 

冷凍、冷蔵倉庫における冷却装置、ろ過装置、 

POS システム、広告塔、ネオンサイン、文字看板 

袖看板、簡易間仕切、ゴミ処理設備、カーテン等 
  ◎◎    ◎◎ 
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88  リリーースス資資産産ににつついいてて  

          ファイナンスリース取引のうち、所有権移転外ファイナンスリースについて、国税においては、平 

成 20 年４月 1 日以降に締結したものは、原則として売買に準じた方法により借主が減価償却を行う 

  ものとされましたが、固定資産税（償却資産）においては、従来どおりリース会社等の資産の貸主（ 

所有者）が、当該資産を申告する必要があります。 

      なお、平成 20 年 4 月 1 日以降に締結されたリース契約のうち、取得価額が 20 万円未満のリー 

ス資産は償却資産の申告対象から除かれます。（地方税法施行令第 49 条） 

  

９９  企企業業のの電電算算処処理理にによよりり申申告告ををさされれるる場場合合  

    電算処理により申告される方は、毎年度、増減があった資産だけでなく、1 月 1 日（賦課期日）現 

  在所有するすべての償却資産について評価額を算出し申告してください。 

     

１１００  申申告告書書のの送送付付をを希希望望ししなないい場場合合  

     翌年度以降の申告書の送付を希望しない場合は、申告書右下の備考欄「翌年度の申告書等送達につ 

   いて」の「希望しない」を〇で囲んで申告してください。 

    ※ 翌年度以降はご自身で申告書をご準備の上、提出することになります。申告が不要になるわけ 

    ではありません。 

 

１１１１  償償却却資資産産のの所所有有者者がが死死亡亡ししたた場場合合  

（１） 所有者が死亡し、新たな所有者が事業を引き継ぐ（承継する）場合 

    亡くなられた方の住所・氏名を二重線で消して新たな所有者の方の住所・氏名・電話番号等を記 

入して申告してください。以降は新たな所有者の方へ課税されます。 

（２） 所有者が死亡し、事業を廃止した場合 

    申告書右下の備考欄「廃業等について」の「廃業」を〇で囲んで、「異動日」に廃業年月日を記 

入の上、申告してください。 

 

１１２２  非非課課税税ににつついいてて  

固定資産税の非課税については、地方税法第３４８条に規定されています。該当資産を取得さ 

れた方には非課税申告書を提出していただきます。 

 

 

リース契約の内容と申告義務者 

リ ー ス 契 約 の 内 容 
資産を借りている方 

（個人及び法人） 

資産を貸している方 

（リース会社等） 

通常の賃貸契約によるもの 
（リース期間満了と同時に資産が回収される場合）（平成 20 年４月１

日以後に契約を締結した、所有権移転外ファイナンスリース） 

申 告 不 要 
申 告 必 要 

（資産の所在地に申告） 

実質の売買にあたるようなもの 

（実質的に割賦販売と認められる場合） 

（リース期間後に使用者に譲渡される場合） 

申 告 必 要 
（自己の資産として申告） 

申 告 不 要 
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１１３３  課課税税標標準準のの特特例例のの適適用用をを受受けけるる償償却却資資産産  

       地方税法に規定する一定の要件を備える償却資産については、課税標準の特例が適用され固定資 

     産税が軽減されます。このような資産をお持ちの方は、「固定資産税（償却資産）の特例申請書」を 

     提出してください。 

    また、下記特例対象資産（抜粋）については、令和６年４月 1日以降の内容を示しています。 

令和６年３月３１日以前の内容については、資産税課までお問い合わせ下さい。 

なお、固定資産税（償却資産）の特例申請書の用紙は、日立市ホームページから印刷・ダウンロ 

ードすることができます。  

特 例 対 象 資 産（抜粋） 
根 拠 規 定 

特 例 率 添    付    書    類 
条 項  号 

ガス事業用資産 
法
第
三
四
九
条
の
三 

第２項 

最初の５年間 
１／３ 

 

次の５年間 
２／３ 

外航船舶 

準外航船舶 
第４項 

１／６ 

１／４ 
・船舶原簿、船籍票及び登録票の写し等 

内航船舶 第５項 １／２ ・船舶原簿、船籍票及び登録票の写し等 

汚水又は廃液の処理施設 

 

法 
 

附 
 

則 
 

第 
 

十 
 

五 
 

条 

第２項第１号 １／２ ・特定施設設置届出書の写し 

ごみ処理施設 第２項第２号 １／２ ・一般廃棄物処理施設設置許可申請書及び許可

書の写し 
一般廃棄物の最終処分場 第２項第３号 ２／３ 

産業廃棄物処理施設 第２項第４号 １／３ 

・産業廃棄物処理施設設置許可申請書及び許可

書の写し 

・環境大臣の認定を受けている場合はそれが分

かる書類の写し 

下水道除害施設 第２項第５項 ４／５ 
 

太陽光発電設備 

（1千㎾未満） 第２5項第 1号イ ２／３ 
・補助金の交付を受けたことを証する書類（補

助金交付決定通知書等） 

・次世代型太陽電池(ペロブスカイト太陽電池)

の開発に関する設備であることを証する書類 

※再生可能エネルギーの固定価格買取制度を

受けていないこと 

（1千㎾以上） 第２5項第 3号イ ３／４ 

風力発電設備 
（20㎾以上） 第２5項第 1号ロ ２／３ 

・再生可能エネルギー発電設備認定通知書の 

写し 

※再生可能エネルギーの固定価格買取制度を

受けていないこと 

（20㎾未満） 第２5項第 3号ロ ３／４ 

水力発電設備 
（5千㎾以上） 第２5項第 3号ハ ３／４ 

（5千㎾未満） 第２5項第４号イ １／２ 

地熱発電設備 
（1千㎾未満） 第２5項第 1号ハ ２／３ 

（1千㎾以上） 第２5項第４号ロ  １／２ 

バイオマス発電設備 

（1万㎾以上２万㎾未満） 

第 25項第 2号の資産以外 
第２5項第 1号ニ ２／３ 

（1万㎾以上２万㎾未満） 

木竹・農作物由来 
第２5項第２号 6／7 

（1万㎾未満） 第２5項第４号ハ １／２ 

中小事業者等が市から認定を受けた 

先端設備等導入計画に基づき取得し 

た機械及び装置、工具、器具及び備品、

建物附属設備 

※R5.4.1～R7.3.31の期間に購入 

法
附
則
第
十
五
条 

第 45項 

１／２ 
・先端設備等導入計画書の写し 

・先端設備等導入計画認定書の写し 

・先端設備等導入計画に関する確認書の写し 

・先端設備等に係る投資計画に関する確認書の写し  

・従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する

書面(写し) 

１／３ 

※賃上げ 

方針を表明

した場合 
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１１３３  課課税税標標準準のの特特例例のの適適用用をを受受けけるる償償却却資資産産  

       地方税法に規定する一定の要件を備える償却資産については、課税標準の特例が適用され固定資 

     産税が軽減されます。このような資産をお持ちの方は、「固定資産税（償却資産）の特例申請書」を 

     提出してください。 

    また、下記特例対象資産（抜粋）については、令和６年４月 1日以降の内容を示しています。 

令和６年３月３１日以前の内容については、資産税課までお問い合わせ下さい。 

なお、固定資産税（償却資産）の特例申請書の用紙は、日立市ホームページから印刷・ダウンロ 

ードすることができます。  

特 例 対 象 資 産（抜粋） 
根 拠 規 定 

特 例 率 添    付    書    類 
条 項  号 

ガス事業用資産 
法
第
三
四
九
条
の
三 

第２項 

最初の５年間 
１／３ 

 

次の５年間 
２／３ 

外航船舶 

準外航船舶 
第４項 

１／６ 

１／４ 
・船舶原簿、船籍票及び登録票の写し等 

内航船舶 第５項 １／２ ・船舶原簿、船籍票及び登録票の写し等 

汚水又は廃液の処理施設 

 

法 
 

附 
 

則 
 

第 
 

十 
 

五 
 

条 

第２項第１号 １／２ ・特定施設設置届出書の写し 

ごみ処理施設 第２項第２号 １／２ ・一般廃棄物処理施設設置許可申請書及び許可

書の写し 
一般廃棄物の最終処分場 第２項第３号 ２／３ 

産業廃棄物処理施設 第２項第４号 １／３ 

・産業廃棄物処理施設設置許可申請書及び許可

書の写し 

・環境大臣の認定を受けている場合はそれが分

かる書類の写し 

下水道除害施設 第２項第５項 ４／５ 
 

太陽光発電設備 

（1千㎾未満） 第２5項第 1号イ ２／３ 
・補助金の交付を受けたことを証する書類（補

助金交付決定通知書等） 

・次世代型太陽電池(ペロブスカイト太陽電池)

の開発に関する設備であることを証する書類 

※再生可能エネルギーの固定価格買取制度を

受けていないこと 

（1千㎾以上） 第２5項第 3号イ ３／４ 

風力発電設備 
（20㎾以上） 第２5項第 1号ロ ２／３ 

・再生可能エネルギー発電設備認定通知書の 

写し 

※再生可能エネルギーの固定価格買取制度を

受けていないこと 

（20㎾未満） 第２5項第 3号ロ ３／４ 

水力発電設備 
（5千㎾以上） 第２5項第 3号ハ ３／４ 

（5千㎾未満） 第２5項第４号イ １／２ 

地熱発電設備 
（1千㎾未満） 第２5項第 1号ハ ２／３ 

（1千㎾以上） 第２5項第４号ロ  １／２ 

バイオマス発電設備 

（1万㎾以上２万㎾未満） 

第 25項第 2号の資産以外 
第２5項第 1号ニ ２／３ 

（1万㎾以上２万㎾未満） 

木竹・農作物由来 
第２5項第２号 6／7 

（1万㎾未満） 第２5項第４号ハ １／２ 

中小事業者等が市から認定を受けた 

先端設備等導入計画に基づき取得し 

た機械及び装置、工具、器具及び備品、

建物附属設備 

※R5.4.1～R7.3.31の期間に購入 

法
附
則
第
十
五
条 

第 45項 

１／２ 
・先端設備等導入計画書の写し 

・先端設備等導入計画認定書の写し 

・先端設備等導入計画に関する確認書の写し 

・先端設備等に係る投資計画に関する確認書の写し  

・従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する

書面(写し) 

１／３ 

※賃上げ 

方針を表明

した場合 

－ 10 －
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１１４４  国国税税のの取取扱扱いいとと主主なな違違いい  

区  分  
国税の取扱い 

（法人税、所得税）  
地地方方税税のの取取扱扱いい  
（（固固定定資資産産税税））  

償 却 計 算 の 基 準 日 事業年度（決算期） 賦賦課課期期日日（（11 月月 11 日日））  

減 価 償 却 の 方 法 
定率法、定額法の選択制度 
（建物については定額法） 

原原則則ととししてて定定率率法法  

前年中の新規取得資産 月割償却 半半年年償償却却（（１１／／２２））  

圧 縮 記 帳 の 制 度 認められます 認認めめらられれまませせんん（（※※１１））  

特 別 償 却 ・ 割 増 償 却 認められます 認認めめらられれまませせんん  

増 加 償 却 認められます 認認めめらられれまますす  

評 価 額 の 最 低 限 度 備忘価格（1 円）まで 取取得得価価額額のの５５％％  

改 良 部 分 の 評 価 方 法 
本体部と改良部分とを合算して
評価する 

区区分分ししてて評評価価すするる（（※※２２））  

（※１）圧縮記帳の制度は認められていませんので、圧縮前の取得価額としてください。 

（※２）改良費、修繕費のうち資本的支出として資産に計上した場合、１個の資産として申告してくだ 

さい。評価基準では、本体部と区分し、それぞれの改良部分ごとに評価します。 

  

  

ⅢⅢ  償償却却資資産産のの評評価価額額のの計計算算方方法法かからら納納税税ままでで   

  

11  評評価価額額のの計計算算方方法法  

   申告していただいた資産を１件ずつ資産の取得時期、取得価額及び耐用年数を基本にして計算し 

   評価額を算出します。  
 
   ア 前年中に取得のもの 

     取得価額 × 前年中取得のものの減価残存率 ＝ 評価額 

   イ 前年前に取得のもの 

     前年度評価額 × 前年前取得のものの減価残存率 ＝ 評価額 

 

 例 取得額２50,000 円、取得時期 令和６年３月、耐用年数３年のカウンター（机）の場合 

   次ページの表から耐用年数３年の減価残存率は「前年中取得のもの 0.732、前年前取得のもの 0.464」 

 

  令和７年度の評価額   250,000 円 × 0.732 ＝          １83,000 円  

  令和８年度の評価額   183,000 円 × 0.464 ＝              84,912 円 

令和９年度の評価額   ８4,912 円 × 0.464 ＝              39,399 円 

令和 10 年度の評価額  ３9,399 円 × 0.464 ＝              18,281 円 

令和 11 年度の評価額   １8,281 円 × 0.464 ＝ 8,482 円 ＜ 12,500 円（取得額 5%限度） 

令和 12 年度以降の評価額                                   12,500 円 

  

 

  

以以後後、、毎毎年年ここのの方方法法にによよりり計計算算しし、、評評価価額額がが取取得得価価額額のの５５％％ににななるるままでで償償却却ししまますす。。  

（（耐耐用用年年数数をを経経過過ししててもも、、資資産産をを所所有有すするる限限りり、、取取得得価価額額のの５５％％はは残残るるここととににななりりまますす。。））  
  

－ 11 －
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２２  税税額額のの算算出出方方法法  

 

                           ＝ 

 

（１） 課税標準額 

    課税標準額は、賦課期日（１月１日）現在の評価額に基づき決定された価格で、償却資産課税 

   台帳に登録されたものです。課税標準額は、市内に所在する資産の価格の合計です。 

（２） 免税点 

    課税標準額の合計が１５０万円未満の場合は課税されません。 

  

３３  納納    期期  

      年税額は 4 回の納期（４月・７月・１２月・翌年２月）に分けて納めていただくことになります。 

 

減価残存率表  

耐 

用 

年 

数 

耐用年数 

に応じる

定率法に

よる 

減減  価価  率率 

減 価 残 存 率 
耐 

用 

年 

数 

耐用年数  

に応じる

定率法に

よる 

減減  価価  率率 

減 価 残 存 率 
耐 

用 

年 

数 

耐用年数  

に応じる

定率法に

よる 

減減  価価  率率 

減 価 残 存 率 

前年中取

得のもの 

前年前取

得のもの 

前年中取

得のもの 

前年前取

得のもの 

前年中取

得のもの 

前年前取

得のもの 

-       21 00..110044  0.948 0.896 41 00..005555  0.972 0.945 

2 00..668844  0.658 0.316 22 00..009999  0.950 0.901 42 00..005533  0.973 0.947 

3 00..553366  0.732 0.464 23 00..009955  0.952 0.905 43 00..005522  0.974 0.948 

4 00..443388  0.781 0.562 24 00..009922  0.954 0.908 44 00..005511  0.974 0.949 

5 00..336699  0.815 0.631 25 00..008888  0.956 0.912 45 00..005500  0.975 0.950 

6 00..331199  0.840 0.681 26 00..008855  0.957 0.915 46 00..004499  0.975 0.951 

7 00..228800  0.860 0.720 27 00..008822  0.959 0.918 47 00..004488  0.976 0.952 

8 00..225500  0.875 0.750 28 00..007799  0.960 0.921 48 00..004477  0.976 0.953 

9 00..222266  0.887 0.774 29 00..007766  0.962 0.924 49 00..004466  0.977 0.954 

10 00..220066  0.897 0.794 30 00..007744  0.963 0.926 50 00..004455  0.977 0.955 

11 00..118899  0.905 0.811 31 00..007722  0.964 0.928 51 00..004444  0.978 0.956 

12 00..117755  0.912 0.825 32 00..006699  0.965 0.931 52 00..004433  0.978 0.957 

13 00..116622  0.919 0.838 33 00..006677  0.966 0.933 53 00..004433  0.978 0.957 

14 00..115522  0.924 0.848 34 00..006666  0.967 0.934 54 00..004422  0.979 0.958 

15 00..114422  0.929 0.858 35 00..006644  0.968 0.936 55 00..004411  0.979 0.959 

16 00..113344  0.933 0.866 36 00..006622  0.969 0.938 56 00..004400  0.980 0.960 

17 00..112277  0.936 0.873 37 00..006600  0.970 0.940 57 00..004400  0.980 0.960 

18 00..112200  0.940 0.880 38 00..005599  0.970 0.941 58 00..003399  0.980 0.961 

19 00..111144  0.943 0.886 39 00..005577  0.971 0.943 59 00..003388  0.981 0.962 

20 00..110099  0.945 0.891 40 00..005566  0.972 0.944 60 00..003388  0.981 0.962 

課 税 標 準 額 

（1,000 円未満の端数切り捨て）

て） 

 税 率（1.4％） 
税     額 

（100 円未満の端数切り捨て） 
× ＝ 

－ 12 －
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償償却却資資産産対対象象例例  

 

業種別の主な償却資産例 

（  ）内は耐用年数 

業   種 課税対象となる主な償却資産の例 示 

共 通 

タイムレコーダー（5）、事務机及び椅子（15）、応接セット（8）、金庫（20）、ロッカー（15）、 

キャビネット（15）、レジスター（5）、パソコン（4）、コピー機（5）、エアコン（6）、 

サーバー（5）、LAN 配線（10）、看板（10）、受変電設備（15）、舗装路面（10 又 15） 

飲 食 業  テーブル及び椅子（5）、厨房用品（5）、カラオケ（５）、冷蔵庫（6） 

理容・美容業 理容及び美容椅子（5）、消毒殺菌器（5）、タオル蒸器（5）、パーマ器（5）、サインポール（3） 

小 売 業  冷凍機（9）、肉切断機（9）、電子秤（5）、冷蔵庫（6）、陳列棚・陳列ケース（6 又は８） 

医 （ 歯 ） 業 
レントゲン機器（6）、調剤機器（6）、ファイバースコープ（6）、消毒殺菌用機器（4）、 

手術機器（5）、歯科診療ユニット（7） 

不動産貸付業 
コンクリート造塀（15）、舗装路面（10 又は 15）、太陽光発電設備（17）緑化施設（20）、 

アパート貸付業（下記参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※14ページに、別添「05_イラスト」を貼り付けてください。 

構造又は用途 細　　　　目
耐用
年数

構造又は用途 細　　　　目
耐用
年数

蓄電池電源設備 6 事務机、事務いす及びキャビネット
その他のもの 15 　主として金属製のもの 15

15 　その他のもの 8
冷暖房設備（冷凍機の出力が２２キロ 13 応接セット
ワット以下のもの） 　接客業用のもの 5
その他のもの 15 　その他のもの 8

3 陳列棚及び陳列ケース
簡易なもの 3 　冷凍機付又は冷蔵機付のもの 6
その他のもの 15 　その他のもの 8
主として金属製のもの 18 その他の家具
その他のもの 10 　接客業用のもの 5

　その他のもの
　　主として金属製のもの 15

コンクリート敷、ブロック敷、れんが 　　その他のもの 8
敷又は石敷のもの 15 ラジオ、テレビジョン、テープレコー
アスファルト敷又は木れんが敷のもの 10 ダーその他の音響機器 5
ビチューマルス敷のもの 3 冷房用又は暖房用機器 6
鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コン 電気冷蔵庫、電気洗濯機その他これら
クリート造のもの 30 に類する電気又はガス機器 6
コンクリート造又はコンクリートブロ 氷冷蔵庫及び冷蔵ストッカー（電気式
ック造のもの 15 のものを除く） 4
れんが造のもの 25 電子計算機
石造のもの 35 　パーソナルコンピュータ（サーバ用 4
土造のもの 20 のものを除く）
金属造のもの 10 　その他のもの 5

電話設備その他の通信機器
　デジタル構内交換設備及びデジタル

10 　ボタン電話設備 6
表面処理鋼材若しくは鉄粉製造業又は 　その他のもの 10
鉄スクラップ加工処理業用設備 5 度量衡器 5
純鉄、原鉄、ベースメタル、鉄素形材 試験又は測定機器 5
又は鋳鉄管製造業用設備 9 看板、ネオンサイン及び気球 3
その他の設備 14 マネキン人形及び模型 2
金属被覆及び彫刻業又は打はく及び金 その他のもの
属製ネームプレート製造業用設備 6 　主として金属製のもの 10
その他の設備 10 　その他のもの 5

7 5
5 医療機器 消毒殺菌用機器 4
6 手術機器 5

10 血液透析又は血しょう交換用機器 7
8 調剤機器 6

13 歯科診療用ユニット 7
機械式駐車設備 10 光学検査機器
ブルドーザー、パワーショベルその他 　ファイバースコープ 6
の自走式作業用機械設備 8 　その他のもの 8
その他の設備 その他のもの
　主として金属製のもの 17 　レントゲンその他電子装置を使用す
　その他のもの 8 　る機器

　　移動式のもの、救急医療用のもの
　　及び自動血液分析器 4

鋼船（総トン数が５００トン以上のもの） 12 　　その他のもの 6
鋼船（総トン数が５００トン未満のもの） 9 　その他のもの
木船 6 　　陶磁器製又はガラス製のもの 3
軽合金船 9 　　主として金属製のもの 10
強化プラスチック船 7 　　その他のもの 5
水中翼船及びホバークラフト 8

2

4
自走能力を有するもの 7
その他のもの 4

○○　　工工具具
5
3

プレスその他金属加工用金型、合成樹脂、

ゴム又はガラス成型用金型及び鋳造用型 2
その他のもの 3

2

冷房、暖房、通風又は
ボイラー設備

店用簡易装備
可動間仕切り

前掲のもの以外のもの

前掲のもの以外のもの及び前掲の
区分によらないもの

漁業用設備

舗装道路及び路面

食料品製造業用設備

漁船

その他

治具及び取付工具
測定工具及び検査工具（電気又は電子を利用するものを含む）

飲食店業用設備
宿泊業用設備
総合工事業用設備

塀（へい）

○○　　車車両両及及びび運運搬搬具具

耐用年数表（一部抜粋）

中古資産の耐用年数（簡便法）

洗濯業、理容業、美容業又は浴場業用設備

農業用設備

金属製品製造業用設備

鉄鋼業用設備

前掲の機械及び装置以
外のもの並びに前掲の
区分によらないもの

フォークリフト

自転車

理容又は美容機器

①　法定耐用年数を全部経過したもの

　法定耐用年数×（２０／１００）

切削工具

型（型枠を含む）、鍛
圧工具及び打抜工具

看板及び広告器具

試験機器及び測定機器

②　法定耐用年数の一部を経過したもの

　（法定耐用年数－経過年数）＋経過年数×（２０／１００）

※１年未満の端数は切り捨て、上記の計算による年数が２年未満
　の時は２年とする。

○○　　器器具具及及びび備備品品

○○　　機機械械及及びび装装置置

○○　　船船舶舶

家具、電気機器、ガス
機器及び家庭用品

※上記にない資産は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令の
　別表をご確認ください。

事務機器及び通信機器

○○　　建建物物附附属属設設備備

○○　　構構築築物物

電気設備（照明設備も
含む）
給排水又は衛生設備及びガス設備

－ 13 －
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償償却却資資産産対対象象例例  

 

業種別の主な償却資産例 

（  ）内は耐用年数 

業   種 課税対象となる主な償却資産の例 示 

共 通 

タイムレコーダー（5）、事務机及び椅子（15）、応接セット（8）、金庫（20）、ロッカー（15）、 

キャビネット（15）、レジスター（5）、パソコン（4）、コピー機（5）、エアコン（6）、 

サーバー（5）、LAN 配線（10）、看板（10）、受変電設備（15）、舗装路面（10 又 15） 

飲 食 業  テーブル及び椅子（5）、厨房用品（5）、カラオケ（５）、冷蔵庫（6） 

理容・美容業 理容及び美容椅子（5）、消毒殺菌器（5）、タオル蒸器（5）、パーマ器（5）、サインポール（3） 

小 売 業  冷凍機（9）、肉切断機（9）、電子秤（5）、冷蔵庫（6）、陳列棚・陳列ケース（6 又は８） 

医 （ 歯 ） 業 
レントゲン機器（6）、調剤機器（6）、ファイバースコープ（6）、消毒殺菌用機器（4）、 

手術機器（5）、歯科診療ユニット（7） 

不動産貸付業 
コンクリート造塀（15）、舗装路面（10 又は 15）、太陽光発電設備（17）緑化施設（20）、 

アパート貸付業（下記参照） 
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申申告告書書のの提提出出はは便便利利なな電電子子申申告告ををごご利利用用くくだだささいい  

 

 
イインンタターーネネッットトをを利利用用ししたた電電子子申申告告『『ｅｅＬＬＴＴＡＡＸＸ』』ががごご利利用用可可能能でですす。。  

ごご利利用用方方法法のの詳詳細細ににつついいてて下下記記ホホーームムペペーージジよよりりごご確確認認くくだだささいい。。  
 

 

 

ｅｅＬＬＴＴＡＡＸＸののごご利利用用開開始始・・利利用用方方法法はは、、ｅｅＬＬＴＴＡＡＸＸヘヘルルププデデススククままででおお問問いい合合わわせせくくだだささいい  
  

⚫ ホホーームムペペーージジ  ：：  ｈｈｔｔｔｔｐｐｓｓ::////ｗｗｗｗｗｗ..ｅｅｌｌｔｔａａｘｘ..ｌｌｔｔａａ..ｇｇｏｏ..ｊｊｐｐ//  

⚫ 電電 話話  ：：  ００５５７７００－－００８８１１４４５５９９（（ハハイイシシンンココクク））  

⚫ ＩＩ ＰＰ 電電 話話  ：：  ００３３－－５５５５２２１１－－００００１１９９  
  

※   電電話話ででののおお問問いい合合わわせせはは、、月月曜曜日日かからら金金曜曜日日（（祝祝日日、、年年末末年年始始をを除除くく））９９：：００００～～１１７７：：００００  

ととななりりまますす。。ままたた、、申申告告デデーータタ等等のの作作成成にに係係るる具具体体的的なな操操作作方方法法ににつついいててもも、、ｅｅＬＬＴＴＡＡＸＸヘヘルルププ  

デデススククままででおお問問いい合合わわせせくくだだささいい。。  

 
 
 

償却資産申告書についての問合せ及び提出先 

 

日立市財政部資産税課家屋係 償却資産担当 

       〒３１７－８６０１ 

       日立市助川町１丁目１番１号（本庁舎２階海側） 

       電  話  ０２９４－２２－３１１１（内線３８５） 

       ＩＰ電話 ０５０－５５２８－５０５４ 

       Ｅ -mai l ｓａｎｚｅｉ＠ｃｉｔｙ．ｈｉｔａｃｈｉ．ｌｇ．ｊｐ 
 

 

【【注注意意】】償償却却資資産産申申告告書書のの提提出出先先はは本本庁庁ののみみととななりりまますす。。（（各各支支所所でではは受受けけ付付けけてておおりりまませせんん。。））  

 

 

 

〒３１７－８６０１ 
 

日立市助川町１丁目１番１号 
 

 

日立市財政部資産税課  行 
（家屋係 償却資産担当）  

  

提提出出前前にに次次のの確確認認ををおお願願いいししまますす。。  
  

 

□ 申告書に連絡先の記入はされていますか？ 
 

□ 増加資産の耐用年数は記入されています

か？ 

□ 申告書を郵送される方で控えの返送をご希

望の場合、返信先を明記した封筒（切手を

貼付したもの）は同封していますか？ 

 

非非課課税税、、特特例例のの対対象象資資産産ををおお持持ちちのの場場合合

はは、、同同時時にに届届出出書書のの提提出出ををおお願願いいししまますす。。  

 


